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P1 P1

P1 P1

新 旧

　国際的な取組としては、フランスのパリにおいて行われた気候変
動枠組条約第21回締約国会議（COP21）で採択されたパリ協定が
2016（平成28）年11月4日に発効しました。パリ協定は、産業革命前
からの世界の平均気温上昇を2度未満に抑えること等を目標として
おり、全ての国に削減目標・行動の提出・更新が義務付けられてい
ます。2018年に公表されたIPCC（国連の気候変動に関する政府間
パネル）の特別報告書では「気温上昇を2℃よりリスクの低い1.5℃に
抑えるためには、2050年までに二酸化炭素実質排出量をゼロにす
ることが必要」と示されています。2021年にはイギリスのグラスゴー
においてCOP26が開催され、2050年までの重要な通過点である
2030年に向けて、野心的な気候変動対策を締約国に求めることが
盛り込まれました。
我が国においては、2020年10月の内閣総理大臣の所信表明で、
「2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指す」ことが
表明されたことを踏まえ、2021年10月に「地球温暖化対策計画」及
び「政府実行計画」が改定され、更なる高い目標を目指して、地方自
治体においては率先的な取組を行うことにより、地域の事業者・住
民の模範となることが求められています。

　国際的な取組としては、フランスのパリにおいて行われた気候変
動枠組条約第21回締約国会議（COP21）で採択されたパリ協定が
2016（平成28）年11月4日に発効しました。パリ協定は、産業革命前
からの世界の平均気温上昇を2度未満に抑えること等を目標として
おり、全ての国に削減目標・行動の提出・更新が義務付けられてい
ます。
国内でも、温暖化により、桜の開花日が変化したり、猛暑日や大雨
の日数が増加するといった様々な影響が顕著化してきており、温暖
化対策への取り組みが求められています。
　我が国においては、2015（平成27）年に日本の約束草案を決定し、
2030年度の温室効果ガス削減目標を2013（平成25）年度比26％減
とすることを定めています。また、パリ協定や日本の約束草案の決
定などを踏まえ、2016（平成28）年5月に「地球温暖化対策計画」が
策定され、地方自治体においては率先的な取組を行うことにより、地
域の事業者・住民の模範となることが求められています。

図1 日最高気温及び日降水量の推移
[出典]温室効果ガスインベントリオフィス／
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト
（https://www.jccca.org/）より

図1 日最高気温及び日降水量の推移
[出典] パンフレット「STOP THE 温暖化 2017」
環境省
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P2 P2

P2図2 P2図2

  本市では第一次計画が終了することに伴い、2018（平成30）年3月
に第二次計画（計画期間201８（平成30）年度～2030（令和12）年度）
を策定し、2016（平成28）年度を基準として31％削減することを目標
に掲げ、その達成方策の一つとして、設備改修や運用改善、ファシリ
ティマネジメントとの連携を取組として位置付けるとともに、全庁的に
多層的なPDCA※を取り入れた推進体制を再整備し、排出量の大幅
な削減を図ることとしました。
2021（令和３）年8月に「佐倉市ゼロカーボンシティ宣言」を表明したこ
とをうけて、その実現のために、第二次計画の期間中ではあります
が、計画を改定して更なる高い削減目標を掲げ施策を推進すること
とします。
※21ページ参照

　一方で、国の「地球温暖化対策計画」において掲げられた目標のう
ち、地方公共団体の公共施設を含む「業務その他部門」について
は、2030年度に2013（平成25）年度比で約40％減が目標とされてお
り、全部門で最も厳しいものとなっています。
　本市では第一次計画が終了することに伴い、新計画において「地
球温暖化対策計画」相当の高い目標値を設定することとし、その達
成方策の一つとして、設備改修や運用改善、ファシリティマネジメント
との連携を取組として位置付けるとともに、全庁的に多層的なPDCA
を取り入れた推進体制を再整備し、排出量の大幅な削減を図ること
としました。

※ 第一次計画に基づく対象施設及び排出係数を用いて算出してい
るため、3章に示す温室効果ガス総排出量と差異が生じています
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P3 P3

P3図4 P3図4

（地方公共団体実行計画等）
　第二十一条　都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球
温暖化対策計画に即して、当該都道府県及び市町村の事務及び事
業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関す
る計画（以下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとす
る。
　２　地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるも
のとする。
　一　計画期間
　二　地方公共団体実行計画の目標
　三　実施しようとする措置の内容
　四　その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項

（地方公共団体実行計画等）
　第二十一条　都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球
温暖化対策計画に即して、当該都道府県及び市町村の事務及び事
業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全
及び強化のための措置に関する計画（以下「地方公共団体実行計
画」という。）を策定するものとする。
　２　地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるも
のとする。
　　一　計画期間
　　二　地方公共団体実行計画の目標
　　三　実施しようとする措置の内容
　四　その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項
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P4 P4

P4 P4

P5

P6表2 P6表2

※行政委員会等 （教育委員会除く）が管理する施設は「市長事務部
局」の対象施設に含む

※行政委員会等 が管理する施設は「市長事務部局」の対象施設に
含む

■ 策定方針案
・国の目標（2013年基準でCO2を50％削減）に準じた、中長期的な実
行計画とする
・設備の更新や運用改善などを含め実効性を重視した取組内容を
位置づける
・公共施設マネジメントと連携した実効性のある取組内容及び計画
の推進体制とする

■ 策定方針案
・CO2マイナス40％の国の目標に準じた、中長期的な実行計画とす
る
・設備の更新や運用改善などを含め実効性を重視した取組内容を
位置づける
・公共施設マネジメントと連携した実効性のある取組内容及び計画
の推進体制とする

　本計画は、「地球温暖化対策推進法」に基づく法定計画として策定
するものですが、本計画と対になる「第2次佐倉市環境基本計画
（2020年3月策定）」（佐倉市地球温暖化対策実行計画（区域施策
編）を包含）」との連動をはじめ、「佐倉市公共施設等総合管理計画
（2022（令和４）年 ３月改訂 ）」等の関連する様々な計画との連携を
図ります。

　本計画は、「地球温暖化対策推進法」に基づく法定計画として策定
するものですが、本計画と対になる「佐倉市地球温暖化対策実行計
画（区域施策編）（2016（平成2８）年３月策定）」との連動をはじめ、
「佐倉市環境基本計画（1998（平成10）年３月策定）」「佐倉市公共施
設等総合管理計画（2017（平成2９）年３月策定）」等の関連する様々
な計画との連携を図ります。
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P6図6 P6図6

P7 P7

P7 P7

P7図7 P7図7

P7 P7
　事務事業全体の2020（令和2）年度のCO2総排出量は12,078t-
CO2 でした。このうち、電力が占める割合が80.5％と最も多く、次い
で都市ガスが16.5％を占めています。

　事務事業全体の2016（平成28）年度のCO2総排出量は12,874t-
CO2でした。このうち、電力が占める割合が80％と最も多く、次いで
都市ガスが15％を占めています。

　本計画の対象施設における2020（令和2）年度の温室効果ガス排
出量を示します。算出にあたって、電気の排出係数は当該年度の実
排出係数を使用しています。

　本計画の対象施設における2016（平成28）年度の温室効果ガス排
出量を示します。算出にあたって、電気の排出係数は当該年度の実
排出係数を活用しています。

　本計画の対象施設における2020（令和2）年度の温室効果ガス排
出量は12,142t でした。
本市の事務・事業に伴う温室効果ガス排出の99.5％をCO2が占めて
います。

　本計画の対象施設における2016（平成28）年度の温室効果ガス排
出量は12,924t-CO2でした。
本市の事務・事業に伴う温室効果ガス排出の99.6％をCO2が占めて
います。
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P7図8 P7図8

P7 P7

P7図9 P7図9

　事業者別のエネルギー起源CO2排出量は、市長事務部局、教育
委員会及び公営企業において同程度でした。施設用途別にみると、
設置数の多い取水施設（井戸）を含む「水道施設（上水）」が全体の
36％を占め、最も多くなっています。次いで、学校教育施設が25％を
占めています。

　事業者別のエネルギー起源CO2排出量は、市長事務部局、教育
委員会及び公営企業において同程度でした。施設用途別にみると、
設置数の多い取水施設（井戸）を含む「水道施設（上水）」が全体の
36％を占め、最も多くなっています。次いで、学校教育施設が24％を
占めています。

11,917t-CO2
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P7図10 P7図10

P8 P8

P8図11 P8図11

　庁舎が全体の24％を占め最も多く、次いでコミュニティーセンター
が22％、スポーツ施設が７%となっています。
要因別の温室効果ガス排出割合は電力使用による排出量が最も多
く、次いで都市ガスの使用量が多くなっています。
省エネルギーの取組としては、空調設備や照明設備の改修工事を
実施しています。

　コミュニティセンターが全体の20％を占め最も多く、次いで庁舎が
16％、スポーツ施設が12%となっています。
要因別の温室効果ガス排出割合は電力使用による排出量が最も多
く、次いで都市ガスの使用量が多くなっています。
省エネルギーの取組としては、本庁舎における空調設備や照明設
備の改修工事を実施しています。
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P8図12 P8図12

P8 P8

　教育委員会では、小学校（23施設）と中学校（11施設）で全体の
77％を占めています。教室で空調設備を導入したため、割合が高く
なっています。
　要因別の温室効果ガス排出割合は電力使用による排出量が最も
多く、次いで都市ガスの使用量が多くなっています。
　省エネルギーの取組としては、市立美術館においてESCO事業を
活用した空調設備等の改修を実施しているほか、志津市民プラザに
おいて太陽光発電システムや蓄電池、地中熱利用空調機器を導入
しています。

　教育委員会では、小学校（23施設）と中学校（11施設）で全体の
68％を占めています。次いで割合が大きい美術館や音楽ホールは、
照明や空調などで一般の施設と異なるサービス水準が求められる
ため排出量も多くなっていると考えられます。
　要因別の温室効果ガス排出割合は電力使用による排出量が最も
多く、次いで都市ガスの使用量が多くなっています。
　省エネルギーの取組としては、市立美術館や中央公民館において
ESCO事業を活用した空調設備等の改修を実施しているほか、志津
市民プラザにおいて太陽光発電システムや蓄電池、地中熱利用空
調機器を導入しています。
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P8図13 P8図13

P8図14 P8図14

P9 P9

　公営企業では、CO2排出量の49％を取水施設（井戸）が占めてお
り最も多く、次いで浄水場が46％を占めています。 取水施設（井戸）
は地下水をくみ上げるためのポンプの利用があること、浄水場では
配水ポンプの利用があることにより、排出量が多くなっていると考え
られます。

　公営企業では、CO2排出量の50％を取水施設（井戸）が占めてお
り最も多く、次いで浄水場が46％を占めています。取水施設（井戸）
は設置数が多いことや地下水をくみ上げるためのポンプの利用があ
ること、浄水場では配水ポンプの利用があることにより、排出量が多
くなっていると考えられます。
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P9図15 P9図15

P9図16 P9図16

P10 P10

　基準年度を国の削減目標の基準年である2013年度とし、削減目
標年度である2030年度において、国の「政府実行計画」で設定して
いる2013年度比50％と同等の削減目標を目指して、長期目標を設
定します。

　基準年度を直近年の2016年度とし、削減目標年度である2030年
度において、国の「地球温暖化対策計画」で設定している2013年度
比40％と同等の削減目標を目指して、長期目標を設定します。
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P10 P10

P10表3 P10表3

P10 P10

P10表4 P10表4

■長期目標

  計画期間において、中間の進捗管理を目的として、中期目標を設
定します。
  中期目標は、計画策定直後に実施する取組の効果が現れ始める
と考えられる2025年度とし、進捗の目安となる目標値を設定します。

　計画期間において、中間の進捗管理を目的として、短期目標及び
中期目標を設定します。
短期目標は、計画策定直後に実施する取組の効果が現れ始めると
考えられる2020年度とします。中期目標は、短期目標と長期目標の
中間年度である2025年度とし、進捗の目安となる目標値を設定しま
す。



新 旧

P11図17 P11図17

P12 P12

P13 P13

P14 P14

⑤その他
• 建築、改修する際には、省エネルギー基準やZEB（ネット・ゼロ・エ
ネルギー・ビル）、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の基準に適
合した施設の実現に向けて検討し、 温室効果ガスの排出の抑制等
に配慮したものとして整備する。

⑤その他
• 建築物を建築する際には、省エネルギー対策を徹底し、温室効果
ガスの排出の抑制等に配慮したものとして整備する。

・電力販売契約(PPA：資料編15)等の手法を活用し、 既存公共施設
への太陽光発電設備等の設置を推進する。

• 既存公共施設への太陽光発電設備や太陽熱利用設備等の設置を
推進する。
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P14 P14

P15 P15

P15 P15

• ごみの分別を徹底し、4R （リフューズ・リユース・リデュース・リサイ
クル）によりごみの減量化に努める。

• ごみの分別を徹底し、３R（リユース・リデュース・リサイクル）により
ごみの減量化に努める。

② 環境配慮契約の推進
• 「佐倉市電力の調達に係る環境配慮方針」に基づき、再生可能エ
ネルギーや未利用エネルギーの割合が高く、CO2排出係数の低い
電力の調達を推進する。100％再生可能エネルギー由来の電力調
達を検討する。

②環境配慮契約の推進
• 「佐倉市電力の調達に係る環境配慮方針」に基づき、再生可能エ
ネルギーや未利用エネルギーの割合が高く、CO2排出係数の低い
電力の調達を推進する。

・公園の緑化を推進する。 ・公園の芝生化を推進する。
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P17 P17
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P18 P18
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P19 P19
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資料編2 資料編2
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資料編3 資料編3
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資料編4 資料編4



新 旧

資料編5 資料編5
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資料編6 資料編6
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資料編7
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資料編8 資料編7

資料編9 資料編8



新 旧

資料編11 資料編9

資料編15 資料編12

資料編15 資料編11

資料編18

共通 共通

【電動車】
電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）、プラグインハイブリッド
自動車（PHEV）、ハイブリッド自動車（HV）を指す。

【次世代自動車】
ハイブリッド自動車、電気自動車（EV）、プラグインハイブリッド自動
車、燃料電池自動車、クリーンディーゼル自動車等を指す。2030年
までに国内の新車乗用車の5～7割を次世代自動車とする目標が掲
げられている。

電動車 次世代自動車

【ZEB　ZEH】
　　先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制やパッシブ技術
の採用による自然エネルギーの積極的な活用、高効率な設備シス
テムの導入等により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネル
ギー化を実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、
エネルギー自立度を極力高め、年間の一次エネルギー消費量の収
支をゼロとすることを目指した建築物のこと。

【地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖化対策推進法・温
対法） 】
1998年10月2日に可決され、同月 9 日に公布された法律。地球温暖
化防止京都会議（COP3）で採択された「京都議定書」を受けて、国、
地方公共団体、事業者、国民が一体となって地球温暖化対策に取り
組むための枠組みを定めたもの。以後改正がなされ、令和4年4月に
は「2050年までのカーボンニュートラルの実現」が明記され施行され
た。

【地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖化対策推進法・温
対法）】
1998年10月2日に可決され、同月 9 日に公布された法律。地球温暖
化防止京都会議（COP3）で採択された「京都議定書」を受けて、国、
地方公共団体、事業者、国民が一体となって地球温暖化対策に取り
組むための枠組みを定めたもの。



P7 P7

第二次佐倉市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）運用の手引き　新旧対照表

新 旧



新 旧

P8～P11

P9 P13

事務事業編ロードマップと統合

4Rの徹底 3Rの徹底



新 旧

P10 P14

P11 P14

P12 P15

P12 P16

P14 P18

① 環境配慮契約の推進
• 「佐倉市電力の調達に係る環境配慮方針」に基づき、再生可
能エネルギーや未利用エネルギーの割合が高く、温室効果ガ
スの排出係数の低い電力の調達を推進しましょう。100％再生
可能エネルギー由来の電力調達を検討しましょう。

① 環境配慮契約の推進
• 「佐倉市電力の調達に係る環境配慮方針」に基づき、再生可
能エネルギーや未利用エネルギーの割合が高く、温室効果ガ
スの排出係数の低い電力の調達を推進しましょう。

２）公用車の省エネルギー対策
環境負荷の少ない仕様の車両を導入しましょう。特に電気自動
車等の電動車を積極的に導入しましょう。

２）公用車の省エネ対策
環境負荷の少ない仕様の車両を導入しましょう。特に電気自動
車等の次世代自動車を積極的に導入しましょう。

⑥ その他
• 建築、改修する際には、省エネルギー基準やZEB、ZEHの基
準に適合した施設の実現に向けて検討し、 温室効果ガスの排
出の抑制等に配慮したものとして整備する。

⑥ その他
• 建築物を建築する際には、省エネルギー対策を徹底し、温室
効果ガスの排出の抑制等に配慮したものとして整備しましょう。

• 電力販売契約（PPA）等の手法を活用し、既存公共施設への
太陽光発電設備等の設置を推進しましょう。

• 既存公共施設への太陽光発電設備や太陽熱利用設備等の
設置を推進しましょう。



事務
事業編
P2

事務
事業編
P2

事務
事業編

資料編
P17

事務
事業編

資料編
P15

事務
事業編

資料編
P18

事務
事業編

資料編
P18

新 旧

１－２　策定・改定の経緯 １－２　策定の経緯

六フッ化硫黄 六ふっ化硫黄

【ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）　ZEH（ネット・ゼロ・エネ
ルギー・ハウス）】
　　先進的な建築設計に基づき、エネルギー負荷の抑制やパッ
シブ技術を採用して、エネルギー自立度を極力高め、年間の一
次エネルギー消費量の収支ゼロを目指した建築物のこと。この
建築物では、自然エネルギーの積極的な活用、効率的な設備
システムの導入等により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省
エネルギー化を実現した上で、再生可能エネルギーを利用す
る。

【ZEB　ZEH】
　　先進的な建築設計によるエネルギー負荷の抑制やパッシブ
技術の採用による自然エネルギーの積極的な活用、高効率な
設備システムの導入等により、室内環境の質を維持しつつ大
幅な省エネルギー化を実現した上で、再生可能エネルギーを
導入することにより、エネルギー自立度を極力高め、年間の一
次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物
のこと。

第２回佐倉市環境審議会　新旧対照表



事務
事業編
P13

事務
事業編
P13

事務
事業編
P14

事務
事業編
P14

事務
事業編
P15

事務
事業編
P15

事務
事業編
P15

運用の手
引き
P8

 ④自動販売機
 •省エネルギータイプに切り替え、利用状況に応じた適正な設置
台数とする。

④自動販売機
 •省エネルギータイプ自動販売機へ切り替える。

第３回佐倉市環境審議会　新旧対照表

新 旧

 ②環境配慮契約の推進
 • 「佐倉市電力の調達に係る環境配慮方針」に基づき、再生可
能エネルギーや未利用エネルギーの割合が高く、CO2排出係
数の低い電力の調達を推進する。100％再生可能エネルギー
由来の電力調達を推進する。

② 環境配慮契約の推進
• 「佐倉市電力の調達に係る環境配慮方針」に基づき、再生可
能エネルギーや未利用エネルギーの割合が高く、CO2排出係
数の低い電力の調達を推進する。100％再生可能エネルギー
由来の電力調達を検討する。

・通勤には、可能な限り公共交通機関や自転車の利用、徒歩と
する。

 •通勤には、可能な限り公共交通機関や自転車の利用、徒歩と
する。

2）その他（文化施設、図書館、スポーツ施設等）
 •再生可能エネルギー（太陽光発電設備、太陽熱利用設備）や
蓄電池について、防災機能強化の面も考慮し、積極的に設置
する。

2）その他（文化施設、図書館、スポーツ施設等）
 •太陽エネルギー利用設備や蓄電池について、防災機能強化
の面も考慮し、積極的に設置する。


